
１．施設の名称等

２．施設の概要

３．指定管理者の概要

平成 ３０ 年４月１日 平成　　３３ 年３月３１日

■ 未導入 公募 ■ 非公募

施設の利用
料金体系

類似施設の
設置状況

快適で安全・安心な暮らしをつくる

しまや過疎地域等の活性化と持続可能な社会の基盤づくり

過疎・半島地域の活性化

利用対象者等

・雲仙普賢岳噴火災害の脅威と教訓を学習・伝承する施設
・噴火災害遺構等を野外の博物館と捉える「平成新山がんばランド」の中核施設
・全国からの支援に対する感謝の気持ちを表す施設

設置法令等

設置目的

施設内容

事業評価調書〔途中評価〕（平成３０年度）
〔指定管理者制度導入施設〕〔Ａ調書〕

単位あたりコスト

島原市城内１－１２０５
（公財）雲仙岳災害記念財団

区　　　分
（単位：千円）

③

平成30年度
（計画）

4,968

4,968

その他（　　　　　　）

人件費＜Ｂ＞

9,504 2,096
内
訳

その他（　　　　　　）

一般財源

2,096

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        ・障がい者及びその介助者1名半額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        ・車椅子、ベビーカー貸出無料
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        ・海外客向けの音声案内装置貸出無料
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       （要予約）

0

9,504

4,968

4,968

0 02,096

9,504

（説明）「　　　　　　　　　」＝Ｃ÷（　　　　　　　　　）

①施設（設備）の維持・修繕等
②雲仙岳災害記念館の管理運営

≪所在地≫
≪名  称≫

理事長　古川　隆三郎

導入済 選定方法

指定期間

指定管理者
の名称等

≪代表者氏名≫

0

～

合計＜Ｃ＝Ａ＋Ｂ＞

00

0

事業費＜Ａ＞

管理運営負担金

財
源

9,504

利用料金制

県
　
予
　
算

国　　庫

（実績）

業　　務

（実績）
平成27年度
（実績）

2,096 0

村山　弘司

総合計画上の位置づけ

基本戦略

施　　策

事 業 群

９

（１）

施　設　名　称 雲仙岳災害記念館（がまだすドーム）

所　在　地 島原市平成町１－１
事 業 所 管 企画振興部 地域づくり推進課
課（室）長名

設置年月日

雲仙岳災害記念館条例（平成１３年１０月９日）

平成１４年７月１日（平成１４年７月１日）

主な利用対象：県民及び県外観光客
開館時間：午前９時～午後６時、年中無休（メンテナンス休館期間を除く）

敷地面積：６ha,延床面積：５，９０４㎡
主な施設：有料展示ゾーン、こどもジオパーク、ワンダーラボ、ミュージアムショップ、カフェレスト
ラン、多目的ルーム、セミナー室、事務室

（実績）
平成26年度 平成28年度 平成29年度



４．成果指標の達成状況及び管理運営に要した経費等の収支状況

　　　　実　　　　績

ａ
ｂ
ｃ
ａ
ｂ
ｃ
ａ
ｂ
ｃ

※この収支は指定管理者が行う管理運営にかかるものであり、この他に県が直接負担したものとしては、
「２　施設の概要」の「県予算」の「その他」がある。

５．平成２９年度事業の実施状況・実績の検証

達成率b/a

1,021

実績値
達成率b/a
目標値
実績値

常勤2
非常勤5

（千円）

468,800

527,600

526,579
42,965

0
58,800

（計画）
87,500

1,096

常勤3
非常勤6

0
88,710

176,210

175,114
72,425

平成30年度

125,000

0

平成30年度
（計画）

管
理
運
営
の
状
況

＜指定管理者実施分＞
①有料展示ゾーンをはじめとする施設内の機器等の運転、
清掃、各種保守点検業務が、基本協定書に基づき適正に実
施された。

②日頃より施設の不具合箇所を調査し、修繕を要する箇所
については修繕工事を行うことで施設の安全性の向上を図
るとともに、これまでも管理経費の削減に努めてきた中、
電気代について効率的な運用を行うなどして管理運営経費
の縮減に努めた。

③県観光連盟や島原半島観光連盟、近隣施設等と連携し、
旅行会社や学校等への訪問等による誘致活動を実施した。
また、さまざまな企画展やイベント等を実施し、災害の伝
承を行いながら集客に努めた。

＜県実施分＞

検　　　　証

○管理運営業務は協定等に沿って適正に実施され、施設の安全性の向上に努めた結果、管理瑕疵による事故発生等は
起こっておらず、施設を安全な状態に維持することができた。

○校長会、学校、障がい者施設、看護学校等への訪問、子供会・学童クラブ・老人会への営業活動を行い誘客を図っ
たが、九州ふっこう割やデスティネーションキャンペーンの反動、夏の猛暑、さらに9月3連休の台風などの影響を受
け入館者数が減少した。特に10月以降の修学旅行の落ち込みが大きく年間計画を6,396人下回る結果となった。

○H30.4月のリニューアルについて、テレビCM、ラジオ、新聞、雑誌、チラシ、ポスターでPRするとともに、リニュー
アル前に報道向けの内覧会を実施し、新聞、雑誌等への広報周知を行った。また、リニューアルにあわせたホーム
ページも更新し、新しくなった施設の魅力をPRした。

計　　　　画 実　　　　績
＜指定管理者実施分＞
①施設及び付属施設等の維持及び修繕
業務内容は、基本協定書による。

②記念館の効率的な管理運営
入館者の安全確保のため、通常時より施設の不具合箇所
を調査し、修繕等の対応を行うなど、施設の安全性の向
上を図るとともに、人件費や委託料など管理運営経費の
縮減を図り、効率的な管理運営を行う。

③記念館の集客活動及び入館者サービスの向上
入館者数の目標達成のため、集客活動に積極的に取り組
むとともに、噴火災害の伝承を行っていくための学習会
等を開催する。

＜県実施分＞

59,217

（人）
常勤2 常勤2

非常勤5 非常勤5 非常勤5

-3,623収支a-b

常勤 3
非常勤 4

常勤2

58,196 -2,323 8,370

配置職員数 常勤
非常勤

47,894
153,985 147,740 136,367 144,984

4,929 61,470 60,437 51,989
支出b

うち人件費

-381,595

156,110-323,399 151,662

収
入

利用料金

県負担金

その他

132,744 204,201

79,548 159,536
0 0

53,196 44,665-14,135

91,260
0

64,850

-309,264

67,886
0

83,776

（実績） （実績） （実績） （実績）

計a

0

指定管理者
の収支状況 実績－計画

事業計画（H 29 ）

成
果
指
標
の
達
成
状
況

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度
％

00
100

0
100100

0 0

％

100,000 84,000

76 79
76,880 67,084

0

100
0
0

平成28年度

98,488
74

95,236

（実績）（実績）
平成26年度

82％
実績値

（実績）単位
平成27年度
（実績）

115,000

②

目標値

（目標値の根拠）

①事業計画による

②雲仙岳災害記念館を安
全な状態に維持すること
を目指す

有料展示ゾーン入館者数

雲仙岳災害記念館の管理瑕疵による
事故発生件数

<３０年度実施における変更点＞

③

①

132,000

目標値

平成29年度

③

②

達成率b/a
①



（単位：千円）

（説明）

６．平成３０年度事業の実施にあたり見直した内容

収支a-b 1,021 59,217

＜県実施分＞

支出ｂ

うち光熱水費

その他 433,414 42,700

うち人件費

28,200 30,864
22,000

検　　　　証

23,526

指定管理者制度の導入効果を踏まえた施設の設置目的の達成状況の総合評価 Ｂ

○施設のリニューアルについて
・地域の拠点施設として半島周辺の人達が週末や夏休み等に気軽に集う施設を目指し、従来からの災害伝承の展示に加え
て子供向けの実験ゾーンや体験ゾーンを新設し、H30年4月にリニューアルオープンした。それに伴い、運営体制の強化を
図るとともに、職員のスキルアップ研修の実施や新たな実験・体験プログラムの開発・充実を図る。
○集客・広報対策について
・県観光連盟等と連携を図りながらリニューアルの情報を積極的に情報発信するとともに、気象台や消防学校など新たな
団体との連携による企画イベントの充実を図る。

10,000 7,839

その他

収
支
の
状
況

○収入については、九州ふっこう割、長崎デスティネーションキャンペーン等の反動や夏場の猛暑、9月3連休の台風
などの影響による有料入館者の減少等により、計画を下回っている。
  ショップ収入についても入館者の減少等により計画を下回っている。
　運用財産の取り崩しが毎年発生する状況が続いている。
　
○支出については、業者発注業務の競争性を高めるとともに、職員の配置変更や兼務等により、経費削減を行った。

概ね計画通り実施された。
概ね計画通り実施された。

九州ふっこう割、長崎デスティネーションキャンペーン等の反動や夏
場の猛暑、9月3年休の台風などの影響により計画を下回った。

スマホアプリ等での季節商品ＰＲや、施設周辺イベントでの割引券配
布などにより周知を図ったが、入館者全体の減少もあり、計画を下
回った。

うち委託料

当初予算では通常＋臨時繰入57,300千円、ﾘﾆｭｰｱﾙ費用400,000千円、
計457,300千円であったが、通常＋臨時繰入57,300千円、ﾘﾆｭｰｱﾙ費用
59,888千円（前期繰越したﾘﾆｭｰｱﾙ設計費29,484千円を含む）計
117,188千円の執行。ﾘﾆｭｰｱﾙ工事はH29年度完成するも、支払完了迄に
は至らず、H30年度にﾘﾆｭｰｱﾙ工事代金の支払いとなった。

概ね計画通り実施された。42,965 47,894

1,500 34,509

うち入館料

収支計画・実績

主な項目
527,600 204,201

うちショップ

＜指定管理者実施分＞

増減理由・収支改善の取り組み等

58,800 44,665

収入ａ
実績計画

526,579 144,984

うち一般会計繰
入 457,300 117,188

内　　　　容

○指定管理者制度の導入により、目的達成への取組として、財団の学芸員等を中心に火山関係資源等を活用した企画展や
イベント等を開催するとともに、災害の伝承・学習活動として被災体験講話の実施、さらに防災教育の推進のため、防災
教育プログラム、理科教育プログラムを実施した。

○以上のとおり、指定管理者制度の導入効果として、入館者数の目標は達成できなかったものの、多くの県民や県外観光
客に対する災害と教訓の学習・伝承という施設の設置目的の達成に一定の成果が上がっていると考える。
　今後は、入館者数の目標達成に向け、関係機関との一層の連携のもと集客活動の強化を図りながら、収支均衡に向けた
管理運営経費の縮減に努め、設置目的の達成に向けた成果を上げていく必要がある。



７．平成３０年度事業の評価

■

■

■

■

■

■

■

８．平成３１年度事業の実施に向けた方向性

現状維持 ■ 改善 移管 廃止

（上段に加え、成果指標達成状況が「未達成」であるのに現状維持の場合はその理由を以下に記載）

c.余地がある

a.なっている

・事業効果をさらに上げる余地
はないか。

指定管理者制度のもとで施設の効率的な管理運
営が行われ、災害の脅威と教訓の学習・伝承と
いう施設の設置目的を達成している。

（その他の観点）

施
設
の
在
り
方
に
つ
い
て
の
評
価

a.余地はない 入館者数の目標達成に向け、集客活動をより一
層積極的に取り組むとともに、収支均衡に向け
た管理運営経費の縮減に努めるなど、施設の運
営方法の改善に取り組む必要がある。

有
効
性

b.一部余地がある

c.なっていない

・指定管理者制度は、施設の設
置目的の達成に十分寄与する手
法となっているか。

災害の脅威と教訓を多くの県民や県外観光客に
伝え、防災意識の向上を図っていくためには、
県と市町、民間団体が役割分担をしながら取組
んでいくことが適当である。

b.一部適当（可能）でない

a.代えられない 指定管理者制度のもと、県の管理運営経費の負
担なしで効率的な管理運営が行われており、現
時点でこれに代わる手法はない。b.一部代えられない

c.代えられる

県は施設の管理運営経費を負担しておらず、必
要最低限の経費と人員で施設の管理運営を行っ
ており、業務量に見合った活動結果が得られて
いる。c.得られていない

最新の全国の災害等の情報も紹介しつつ、防災
知識を楽しく学ぶためのワークショップを実施
するなど新たな取組を行っている。

b.一部適応していない

効
率
性

・指定管理者制度以外で、同一
の県負担や業務量でより大きな
活動結果が得られる手法に代え
られないか。

b.一部なっていない

b.一部薄れている

c.薄れている

必
要
性

a.得られている

a.適当（可能）でない・市町または民間に移管・移譲
することが適当（可能）ではな
いか。

理由

・県の負担や業務量に見合った
活動結果が得られているか。

b.一部得られている

校長会への出席や学校戸別訪問、学童クラブ・子ども会等への周知活
動を行うなど集客対策を実施し、収入の確保に積極的に取り組んでい
る。

館内設備の精査による保守業務の見直しや電気使用量監視システムに
よる電気料金の縮減等、経費節減に取り組んでいる。ａ

c.適当（可能）である

災害の脅威と教訓の学習・伝承という施設の設
置目的の必要性は薄れていない。

a.適応している

ａ

ｂ

c.適応していない

a.薄れていない

視点 評価
・県民ニーズに照らして、事業
の必要性が薄れていないか。

・事業を取りまく環境、経済情
勢などの変化に適応している
か。

ｂ

ａ

（その他の観点）　　　　※評価区分（ａ：行われている　　ｂ：一部行われていない　　ｃ：行われていない）

・利用者に質の高いサービスの提供が行
われているか。

・施設・設備の維持管理は適切に行われ
ているか。

・経費節減に向けた取り組みが行われて
いるか。

・収入の確保に向けた取り組みが行われ
ているか。

参加者も体験できる新たな企画展の開催、火山学習プログラムの充実
や被災体験講話（語り部特別講話）の実施など、入館者の満足度を向
上するための方策を実施している。
施設・設備の機器類の定期保守点検、施設内外の定期清掃の実施な
ど、維持管理が適切に行われている。

ａ

県民や県外観光客に災害の教訓等を伝承していく施設として、設置目
的にあった事業を実施しているが、入館者数は年々減少傾向にある。

視点 評価 判定理由指
定
管
理
者
の
行
う
管
理
運
営
等
に
関
す
る
評
価

・施設の設置目的にあった管理運営が行
われているか。

区　　分

（説明：31年度事業の実施に向けた方向性の理由・見直しの内容）
　こどもジオパークやワンダーラボの新設や平成大噴火シアターの改修など、こどもから大人まで楽しみながら学習でき
る施設としてH30年4月にリニューアルオープンした。今後は団体客・修学旅行の誘致について関係団体と連携し、これま
で以上に力を入れて活動していく。
　また、施設内の夏場の空調について、厳しいご意見をいただいていることから、快適に過ごしていただける環境整備を
実施していく。
　さらに、より多くの方々の集客とリピーター創出のため、屋外スペースを開放し、市民をはじめ各種イベンター等と共
催したイベントを行うなど、地元の方々を中心に施設に親しんでいただく仕掛けの検討や、実験・体験プログラムの充
実、情報発信の強化等を図る。

・住民の公平かつ平等な利用の確保が行
われているか。

地域住民に対し、イベント開催時は施設を広く開放するなど、公平か
つ平等な利用を確保している。


